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教育予算公財支出対ＧＤＰ比 （2020年）

子どもの学習費調査（2021年）保護者が
１年間に支出した子ども一人当たりの経費
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公立特別支援学校在籍者数

      東京都「学校基本統計」から
都障教組が作成

出典：政府統計の総合窓口（e-Stat）より抜粋して作成 単位：円

都内の公立特別支援学校における在籍者数と学校数の推移
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公立特別支援学校数

学校教育費
授業料、教科書、各種教材、
制服、通学、学用品　等

給食費

公立中学校

65,974

39,010

公立高等学校
（全日制）

309,261132,349

37,670

公立小学校

学校外活動費
家庭内学習、塾、図書、
文化活動費　等

総額

247,582

352,566

203,710

512,971

368,780

538,799

子どもの
９人に1人が
貧困

　国は、2021年度から義務標準法を改定し、来年度でようやく小学校全学年での35人学級が実現します。しか
し、OECD平均である20人程度の学級に比べ、まだまだ日本の学級規模は大きすぎます。全国でも独自で少人
数学級の拡充をすすめる自治体が相次いでいます。人口が増え続け、学校統廃合による大規模校化が進む中、東
京都は36人以上の学級の割合の高さは全国でトップクラスです。にもかかわらず、東京都では中学校1年で35
人学級を可能としているだけで、都独自の少人数学級の実施には後ろ向きです。

　2024年4月、都では20人の教員未配置があったと報道されま
した。実態は、特別支援の教員に上限以上の児童を担当させたり、
副校長や少人数担当、特別支援担当を担任に回すなどしたりして、
校内にいる教員で対応している学校も少なくありません。非正規
の産育休代替や時間講師などを合わせると、もっと教員が足りて
いません。さらに、予想を上回る病休・中途退職者の増加により、
少人数指導ができなくなったり、特別支援教室に通う子どもたち
の一人当たりの指導時間が削減されたりするなど、子どもたちの
教育にしわ寄せがきています。慢性的な長時間労働である教職員
の定数を改善し、教職員が子どもたちのためのきめ細かいサポー
トや授業づくりなど本来の業務に専念できるようにする必要があり
ます。

　2023年の子どもの貧困率は11.5％となり、1人
親世帯では44.5％にも及びます。教育費負担は授
業料だけでなく、修学旅行や卒業アルバムの積み立
て、部活費用、給食費、高校ではICT端末機器の自己
負担など多岐にわたります。急激な物価高騰によっ
てその負担がさらに増している今、どの子も学費の
心配なく教育を受けられる社会を早急に実現する
必要があります。また、私学の多い東京都では、私立
高校の授業料が実質無償化に
なりましたが、入学金や施設・
設備費など、私立高校進学者
への学費支援をさらに拡充す
る必要があります。

　都内の公立（都立・区立）特別支援学校では、20年前に比べて5000人以上、10年前に比べても2400人以上児童
生徒が増えています。しかし、学校数はほとんど変わらず、多くの学校は過密過大になって教室も足りません。

　急速にすすめられている学校ICT
化や教育DX、企業による英語スピー
キングテストや全国学力テストなどの
競争主義の中で、子どもも教職員も
疲弊しています。子どもの不登校や
自死の数は過去最多を更新していま
す。子どものいのちと健康を守り、ど
の子にもきめ細やかな支援をいきわ
たらせるために、今すぐゆとりある少
人数学級を実現させましょう。また、
少人数学級実現には、足りない教室
や教職員の確保が必要です。効率優
先の学校統廃合をやめ、教員定数を
改善させましょう。東京都の一般会
計予算の使い方を変えれば、教育を
充実させる財源は十分確保できます。

　公財政教育支出の割合は、前年から減少。防衛
費を増額するのではなく、教育費をOECD諸国平
均並みにすれば、幼稚園から大学までの教育無償
化、給付制奨学金の拡充、すべての学校での30人
以下学級実現、正規の教職員を増やすことが可能
になります。

東京の小学校・中学校・高等学校全学年を少人数学級に！ 広がる子どもの貧困と格差教育予算を
ＯＥＣＤ諸国並みに

学校や
教職員をふやして
よりよい
教育環境を

先生がたりない！ 教職員の欠員・未配置で教育に穴が開く障害があっても　安心して学べる学級・学校を

すべての子どもにゆきとどいた教育を！ 20人以下学級・教育費の完全無償化！
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出典：OECD2023インディケータ
Table C2.3. Total expenditure on educational institutions as a percentage of GDP,
 by source of funds （2020）より
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小・中学校
全学年で実施 27県

国の標準通りに実施 4府県

小学校または中学校の
全学年で実施 8道県 
国の標準を超える
学年で実施 8都府県

全国の少人数学級地図　2024

2024.6.7　全教教財部調べ：全教教財部調査および
文科省資料および各教育委員会等への聞き取りにより作成

師岡 真生
@tokyokyouken@gmail.com この文書をご確認ください。コメントを追加することもできます。
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東京のすべての子どもたちに
ゆきとどいた教育を求める請願

東京都議会議長　様
以下のことについて請願します。

 １． 都独自に公立小中学校および高等学校の全学年での30人以下学級を早急に実現してください。学校
の統廃合をやめ、少人数学級実施に必要なゆとりある学校数・教室数の確保をしてください。

 ２． 子どもが安心して学ぶ権利と継続性をもった指導を保障するために、非正規教職員ではなく、正規
の教職員を増やしてください。教職員の欠員・未配置を解消するために、学校の職場環境や教職員
の処遇を改善してください。

 ３． 小学校から高校までの宿泊行事、教材費、給食費などへの公費負担を増やし、教育の無償化をすす
めてください。

 ４． 家庭の経済状況による教育格差が生まれないよう、授業料や入学金、施設・設備費の支援制度と私
立学校への助成を充実し、教育費の保護者負担を軽減してください。

 ５． 子どもたちの学ぶ権利を保障するため、給付制の奨学金制度を拡充してください。
 ６． 障害のあるすべての子どもたちの教育を拡充し、教室不足を早急に解消するため、特別支援学校の
新設・増設と環境整備をすすめてください。小中学校の特別支援学級の編制標準を８名から６名に
改善してください。

 ７． 通常学級に在籍する特別な手立てを必要とする子どもたち（障害のある子ども、学校に通えない子
ども、外国人など）を支援する体制を整備してください。通級指導の特別支援教室の教員定数を、
児童10人につき1人に戻し、その措置は、区市町村ごとではなく拠点校ごとにしてください。

 ８． 大規模な特別支援学級（３学級以上）を解消するため、区市町村が設置校を増やせるように、都と
して適正規模のガイドラインを示してください。改善されない場合は、必要な講師を配置してくだ
さい。

 ９． 公立・私立の高等学校就学計画の計画進学率（現在93％）を引き上げ、希望するすべての子どもの
高校進学を保障するために、都として支援してください。

10． 都立小山台高校・立川高校の夜間定時制課程を存続してください。子どもだけでなく、地域の外国
人や高齢者などのための学びのセーフティーネットとしての機能を広げるために、夜間中学校、都
立高等学校定時制課程や通信制課程の設置数を増やしてください。

11． 最新の耐震基準により、震度７に耐えうる校舎と非構造部分の耐震化を早急に行ってください。台
風などの自然災害に備えて、避難場所の冷暖房完備等の十分な安全対策を行ってください。また、
大規模感染症流行に備えて、養護教諭の複数配置や資格のある看護師を常駐させるなど、子どもの
いのちと健康を守るための十分な措置を講じてください。

2024年　　月　　日

国の責任による20人学級を展望した少人数学級の前進、
教職員定数増、教育無償化、教育条件の改善を！

2024年度　すべての子どもたちにゆきとどいた教育を求める全国署名
衆議院議長　様
参議院議長　様
以下のことについて請願します。

１． 子どもたちのいのちと健康を守り、学ぶ権利を保障するため、教育予算をOECD諸国並みに計画
的に増やしてください。

２． 義務・高校標準法を改正し、国の責任で、中学校、高校での35人以下学級を早期に実現してく
ださい。小学校も含めて少人数学級をさらに前進させてください。自治体独自の少人数学級が維
持でき、欠員が生じないよう、十分な教職員を確保してください。幼稚園や特別支援学級・学校
の学級編制標準の引き下げをすすめてください。

３． 有期雇用ではなく、正規・専任の教職員を増員してください。
４． 教育費の保護者負担を軽減するとともに教育無償化をすすめてください。
（１） 高校・大学等の学費無償化や高校生・大学生等への給付奨学金制度の拡充をすすめてください。
（２） 私学経常費助成補助の増額と高等学校等就学支援金拡充で学費の公私間格差をなくしてください。
（３） 給食無償化を実現し、安全安心な給食を提供できるよう、自治体への財政支援を国の責任ですす

めてください。
５． 公立・私学ともに安全安心な環境のもとで学ぶことができるよう、教育条件や施設の改善をすす

めてください。
（１） 特別支援学校の過大・過密解消のため、国による財政支援の拡充、学校新設や既存校へ「設置基準」

適用をすすめてください。
（２） 学校の耐震化・老朽化対策、洋式トイレやエアコンの普及、バリアフリー化をすすめてください。
６． 能登半島地震や東日本大震災などの自然災害、東京電力福島第一原発事故の被害を受けた子ども

を守り、学校と地域の要望を反映した復旧・復興を至急すすめてください。

2024年　　月　　日


	都教組_24教育全国署名_説明面
	都教組_24教育全国署名_署名面

